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＜まとめ＞ 

☆ 鉄鋼業は、生産工程内の取り組みで、1990 年度から 2005 年度までにエネルギー

起源ＣＯ２を 1,340 万トン（我が国全体のＣＯ２排出量の約１％に相当）削減、

民生・運輸部門等への製品・副産物による貢献でＣＯ２を 1,240 万トン（我が国

全体のＣＯ２排出量の約１％に相当）削減し、さらに CDM 等クレジット取得を通

じた海外との協力や副産物の輸出による貢献でも 1,000 万トン（我が国全体のＣ

Ｏ２排出量の約１％に相当）のＣＯ２削減が見込まれる。合計で 3,580 万トンと

なり我が国全体のＣＯ２排出量の約３％相当の削減に寄与。 

 

☆ 鉄鋼業は、最大限の省エネ実施、廃プラ等の活用、京都メカニズムの活用など

のさまざまな努力を講じて自主行動計画の目標達成を目指す。 

 

☆ 鉄鋼の生産工程だけでなく、業種の壁を超えた協力や自治体等との連携、製

品・副産物等による社会での省エネ貢献、国際的技術協力による省エネへの貢献

等、幅広い活動を推進し、地球全体での温暖化防止に貢献する。 

 

☆ 長期的視点での技術開発（水素製造・ＣＯ２分離固定化など）についても国際

的な連携を取りながら積極的に推進する。 
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【ＰＲ活動】 

    自主行動計画の取り組み状況等は以下のツール等により公表・PRしている。 

 

☆国または経団連のフォローアップの場等における報告 

－鉄鋼ＷＧ 

－経団連・第三者評価委員会 

（業界内、自社内でもレビューを実施している。下図参照。） 

 

 

 

☆インターネット等を利用した公表 

－経団連ホームページ 

－鉄鋼連盟ホームページ「鉄鋼業界の地球温暖化対策への取り組み状況について」

（邦文及び英文を作成し、広く公表）、鉄鋼ＷＧ報告資料も公表 

 

☆その他 

－毎年エコライフ・フェア（主催：環境省、東京都、渋谷区、(独)環境再生保全機

構等）に参画 

－パンフレット「もっと知りたい地球温暖化キーワード A to Z」 

－各社の環境報告書による PR 

 

【環境家計簿】 

    家庭生活におけるエネルギー消費実態を把握するための試みとして、鉄鋼業界では

従業員 2800 世帯を対象に自宅におけるガソリン、電力等の消費状況をモニタリング

調査している。 
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自主行動計画参加企業リスト 

日本鉄鋼連盟 

 

 

 

 

（別紙１）

企業名 事業所名 業種分類
㈱神戸製鋼所 加古川製鉄所 （１３）

神戸製鉄所 （１３）
高砂製作所 （１３）

ＪＦＥスチール㈱ 東日本製鉄所（千葉） （１３）
東日本製鉄所（京浜） （１３）
西日本製鉄所（倉敷） （１３）
西日本製鉄所（福山） （１３）
知多製造所 （１３）
東日本製鉄所（西宮） （１３）

新日本製鐵㈱ 室蘭製鐵所 （１３）
釜石製鐵所 （１３）
君津製鐵所 （１３）
東京製造所 （１３）
名古屋製鐵所 （１３）
堺製鐵所 （１３）
広畑製鐵所 （１３）
光鋼管部 （１３）
八幡製鐵所 （１３）
大分製鐵所 （１３）

住友金属工業㈱ 鹿島製鉄所 （１３）
製鋼所 （１３）
特殊管事業所 （１３）
和歌山製鉄所 （１３）
和歌山製鉄所（海南） （１３）

㈱住友金属小倉 （１３）
㈱住友金属直江津 （１３）
日新製鋼㈱ 呉製鉄所 （１３）

市川製造所 （１３）
大阪製造所（大阪） （１３）
大阪製造所（神崎） （１３）
堺製造所 （１３）
尼崎製造所 （１３）
周南製鋼所 （１３）
東予製造所 （１３）

愛知製鋼㈱ 刈谷工場 （１３）
知多工場 （１３）

山陽特殊製鋼㈱ 本社工場 （１３）
新日鐵住金ｽﾃﾝﾚｽ㈱ 光製造所 （１３）
 鹿島製造所 （１３）
 八幡製造所 （１３）
大同特殊鋼㈱ 渋川工場 （１３）

川崎工場 （１３）
知多工場 （１３）
星崎工場 （１３）

東北特殊鋼㈱ 本社工場 （１３）
日本金属工業㈱ 相模原事業所 （１３）

衣浦製造所 （１３）
日本高周波鋼業㈱ 富山製造所 （１３）
日本金属㈱ 板橋工場 （１３）
　 岐阜工場 （１３）

福島工場 （１３）
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企業名 事業所名 業種分類
日本冶金工業㈱ ㈱YAKIN川崎 （１３）
日立金属㈱ 安来工場 （１３）
㈱不二越 ﾏﾃﾘｱﾙ製造所 （１３）
三菱製鋼㈱ 室蘭製作所 （１３）

宇都宮製作所 （１３）
ＪＦＥマテリアル㈱ 本社 （１３）
住友金属建材㈱ 堺製造所 （１３）

尼崎製造所 （１３）
住友電気工業㈱ 伊丹製作所 （１３）
ＤＮＰエリオ㈱ 東京工場 （１３）
大平洋金属㈱ 八戸本社（製造所） （１３）
日鉄鋼板㈱ 船橋製造所 （１３）

尼崎製造所 （１３）
中央電気工業㈱ 鹿島工場 （１３）
東邦ｼｰﾄﾌﾚｰﾑ㈱ 八千代事業所 （１３）
東洋鋼鈑㈱ 下松工場 （１３）
中山化成㈱ 岸和田工場 （１３）
㈱中山製鋼所 船町工場 （１３）
日鉄住金ﾛｰﾙｽﾞ㈱ 　 （１３）
㈱日本製鋼所 室蘭製作所 （１３）
日本電工㈱ 日高工場 （１３）

北陸工場 （１３）
徳島工場 （１３）

北海鋼機㈱ 本社工場 （１３）
㈱淀川製鋼所 市川工場 （１３）

大阪工場 （１３）
呉工場 （１３）

朝日工業㈱ 埼玉工場 （１３）
㈱伊藤製鉄所 筑波工場 （１３）

石巻工場 （１３）
ＪＦＥ条鋼㈱ 仙台製造所 （１３）

鹿島製造所 （１３）
姫路製造所 （１３）

王子製鉄㈱ 群馬工場 （１３）
大阪製鉄㈱ 恩加島工場 （１３）

西日本製鋼所 （１３）
堺工場 （１３）

大谷製鉄㈱ 本社工場 （１３）
関東スチール㈱ 本社 （１３）
岸和田製鋼㈱ 本社工場 （１３）
九州製鋼㈱ 福岡工場 （１３）
共英製鋼㈱ 枚方事業所（枚方工場） （１３）

枚方事業所（大阪工場） （１３）
山口事業所 （１３）
名古屋事業所 （１３）

合同製鉄㈱ 大阪製造所 （１３）
姫路製造所 （１３）
船橋製造所 （１３）
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＜業種分類－選択肢＞ 

(1)パルプ    (2)紙       (3)板紙      (4)石油化学製品    

(5)アンモニア及びアンモニア誘導品  (6)ソーダ工業品  (7)化学繊維 

(8)石油製品（グリースを除く）    (9)セメント        (10)板硝子     (11)石灰 

(12)ガラス製品  (13)鉄鋼     (14)銅       (15)鉛       (16)亜鉛 

(17)アルミニウム (18)アルミニウム二次地金       (19)土木建設機械 

(20)金属工作機械及び金属加工機械  (21)電子部品    (22)電子管・半導体素子・集積回路 

(23)電子計算機及び関連装置並びに電子応用装置     (24)自動車及び部品（二輪自動車を含む） 

(25)その他 

 

企業名 事業所名 業種分類
三興製鋼㈱ 本社工場 （１３）
清水鋼鉄㈱ 苫小牧製鋼所 （１３）
㈱城南製鋼所 本社工場 （１３）
新関西製鐵㈱ 本社堺工場 （１３）

星田工場 （１３）
新北海鋼業㈱ 本社 （１３）
住金スチール㈱ 本社事業所 （１３）

鹿島事業所 （１３）
大三製鋼㈱ 新砂工場 （１３）
ﾀﾞｲﾜｽﾁｰﾙ㈱ 水島事業所 （１３）

東部事業所 （１３）
拓南製鐵㈱ 新中城工場 （１３）
中央圧延㈱ 本社 （１３）
中部鋼鈑㈱ 本社工場 （１３）
千代田鋼鉄工業㈱ 本社（綾瀬工場） （１３）
トピー工業㈱ 豊橋製造所 （１３）
トーカイ㈱ 若松工場 （１３）
東京鋼鐵㈱ 小山工場 （１３）
東京鉄鋼㈱ 本社工場 （１３）

東北東京鉄鋼 （１３）
東北スチール㈱ 本社工場 （１３）
豊平製鋼㈱ 本社工場 （１３）
中山鋼業㈱ 本社 （１３）
北越メタル㈱ 長岡工場 （１３）

三条工場 （１３）
三星金属工業㈱ 本社工場 （１３）
㈱向山工場 久喜工場 （１３）
山口鋼業㈱ 本社 （１３）
東京製鉄㈱ 岡山工場 （１３）

九州工場 （１３）
高松工場 （１３）
宇都宮工場 （１３）

日本鋳造㈱ 川崎工場 （１３）
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自主行動計画の目標達成に向けた考え方 

 

 

 

  

目標達成が可能と判断して

いる。 
目標達成に向けて最大限努

力していく。 
目標達成が困難。 

②目標達成が困難となった場合 

①目標達成の確実性について（現時点の業界評価）

目標変更は行わない 目標を変更する 目標変更については未定 

【目標変更の具体案】

③目標達成が困難な場合の具体策（京メカ活用等） 

京メカを含めて 
対応を検討する。

京メカを 
活用する。 

その他 

【具体的な対策内容】 

※それぞれ該当する項目を線で囲み、必要に応じて具体的事項を記載して下さい。

目標は既に達成 
している。 

目標は現時点で

未達 

（別紙２） 


